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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１のRF電圧差動入力端子から入力される第１の周波数の信号を電流に変換して出力す
る第１のRF電流差動出力端子を接続した第１の差動電圧－電流変換回路と、
　第２のRF電圧差動入力端子から入力される第２の周波数の信号を電流に変換して出力す
る第２のRF電流差動出力端子を接続した第２の差動電圧－電流変換回路と、
　第３のRＦ電流差動入力端子を接続し、この第３のRＦ電流差動入力端子から電流を入力
するベース接地増幅回路と、
　前記第1及び第２のRF電流差動出力端子を同相で並列に接続するととともに、前記第３
のRＦ電流差動入力端子と同相で直列に接続するRF電流交差部と、を具備し、
　前記第１の差動電圧－電流変換回路及び前記第２の差動電圧－電流変換回路は、それぞ
れ、
　前記第１のRF電圧差動入力端子または前記第２のRF電圧差動入力端子と接続された差動
増幅回路を有するRF動作部と、
　カレントミラー回路及び当該カレントミラー回路のミラー電流が流れる電流基準トラン
ジスタを有する直流バイアス回路と、
　前記電流基準トランジスタと前記RF動作部の前記差動増幅回路内のトランジスタとによ
って構成されるカレントミラー回路のベース電流補償を行うベース電流補償トランジスタ
と、
　前記RF動作部と前記ベース電流補償トランジスタのエミッタ端子との間に設けられたＲ
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Ｆ阻止抵抗と、を具備し、
　前記RF動作部と前記直流バイアス回路の間は直列抵抗を介さず直結され、
　前記電流基準トランジスタのベース端子及び前記RF動作部の前記差動増幅回路内のトラ
ンジスタのベース端子間に、前記第１のRF電圧差動入力端子または前記第２のRF電圧差動
入力端子から高周波信号が直接入力され、
　前記RF動作部の前記差動増幅回路内のトランジスタは、そのエミッタ端子が帰還インダ
クタに接続されており、そのコレクタ端子が前記第１のRF電流差動出力端子または前記第
２のRF電流差動出力端子に接続されることを特徴とする増幅器。
【請求項２】
　前記第1の周波数が第２の周波数より高い場合、前記RF電流交差部の交差線を第１のRF
電流差動出力端子と第３のRF電流差動入力端子との間を上層で配線し、第２のRF電流差動
出力端子と第３のRF電流差動入力端子との間を下層で配線したことを特徴とする請求項１
記載の増幅器。
【請求項３】
　３つ以上の差動電圧－電流変換回路を有することを特徴とした請求項１又は２に記載の
増幅器。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、主として各種無線機器、通信機器、測定器などに用いられるデュアルバンド増
幅器やマルチバンド増幅器などの増幅器に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
デファクトスタンダードであるＧＳＭ方式携帯電話市場においては、使用エリア拡大のた
めマルチバンド対応の携帯電話機等が必須となりつつある。一方で回路設計者はコスト低
減のため、如何に回路を共通化してチップ面積を削減していくかを考えていく必要がある
。
【０００３】
以下、従来のデュアルバンド増幅器について説明する。
【０００４】
図５は従来のデュアルバンド増幅器の構成を示すブロック結線図である。図５において、
１０００は、DCS帯入力端子、１００１はPCS帯入力端子、１００２はDCS帯域外妨害波を
除去するDCS帯BPF、１００３はPCS帯域外妨害波を除去するPCS帯BPF、１００４はDCS帯信
号を増幅するDCS帯低雑音増幅器、１００５はPCS帯信号を増幅するPCS帯低雑音増幅器、
１００６はDCS帯低雑音増幅器１００４，PCS帯低雑音増幅器１００５の出力を選択する高
周波切替スイッチ、１００７は高周波変調信号を直交復調する直交復調部である。
【０００５】
以上のように構成されたデュアルバンド増幅器について、以下その動作について説明する
。
【０００６】
まず、高周波切替スイッチ１００６によって、DCS帯とPCS帯が選択される。例えばDCS帯
が選択されたとき、DCS信号はDCS入力端子１０００より入力され、DCS帯BPF１００２によ
って、DCS帯域（1805MHz～1880MHz）外の妨害波を除去され、DCS帯低雑音増幅器１００４
によって、所望レベルまで増幅されるとともに、高周波切替スイッチ１００６を通過し、
直交復調部１００７により、直交復調され、DCS帯とPCS帯で直交復調部の共有化を図るこ
とができる。このような高周波切替スイッチを用いた直交復調部共有方法（例えば特許文
献１参照）や、別途低雑音増幅器の出力を直結または容量結合する方法（例えば特許文献
２参照）が、開示されている。
【０００７】
【特許文献１】
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特開２０００－１２４８２９号公報
【特許文献２】
特開２００１－１１９２５１号公報
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、上記構成（例えば、特許文献１）では、低雑音増幅器が独立に２つ必要と
なるとともに高周波切替スイッチにより損失が発生する。また、上記特許文献２の例では
、直結、容量結合に関わらず低雑音増幅器を出力インピーダンスの非常に大きい点で並列
に接続することになり、相互接続による利得劣化、RF電圧引き回しによる損失を免れない
。
【０００９】
本発明は上記従来技術の課題を解決するもので、カスコード増幅器の仮想接地点を利用し
、低損失なデュアルバンド増幅器を実現することを目的とする。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
この課題を解決するために本発明は、第１の周波数の信号を電流に変換して出力する第１
のRF電流差動出力端子を接続した第１の差動電圧－電流変換回路と、第２の周波数の信号
を電流に変換して出力する第２のRF電流差動出力端子を接続した第２の差動電圧－電流変
換回路と、第３のRＦ電流差動入力端子を接続し、この第３のRＦ電流差動入力端子から電
流を入力するベース接地増幅回路と、前記第1及び第２のRF電流差動出力端子を同相で並
列に接続するととともに、前記第３のRＦ電流差動入力端子と同相で直列に接続するRF電
流交差部を具備したことを特徴とする増幅器であり、低雑音増幅器としてカスコード増幅
器を用いて電圧－電流変換後の仮想接地点以降の回路を共通化することで相互接続の影響
を低減する。
【００１１】
【発明の実施の形態】
本発明の請求項１に記載の発明は、第１の周波数の信号を電流に変換して出力する第１の
RF電流差動出力端子を接続した第１の差動電圧－電流変換回路と、第２の周波数の信号を
電流に変換して出力する第２のRF電流差動出力端子を接続した第２の差動電圧－電流変換
回路と、第３のRＦ電流差動入力端子を接続し、この第３のRＦ電流差動入力端子から電流
を入力するベース接地増幅回路と、前記第1及び第２のRF電流差動出力端子を同相で並列
に接続するととともに、前記第３のRＦ電流差動入力端子と同相で直列に接続するRF電流
交差部を具備したことを特徴とする増幅器であり、RF電流交差部をカスコード増幅器の仮
想接地点に設定することで、第1及び第２の差動電圧－電流変換回路の接続損失を最小に
抑えるという作用を有する。
【００１２】
本発明の請求項３に記載の発明は、前記第１のまたは第２の差動電圧－電流変換回路は、
差動増幅回路を有するRF動作部と、カレントミラー回路を利用した直流バイアス回路と、
前記RF動作部と直流バイアス回路を分離するように直列に挿入したRF阻止抵抗とを具備し
たことを特徴とした請求項１または請求項２記載の増幅器であり、RF阻止抵抗により、RF
動作部の雑音指数劣化を防止できるという作用を有する。
【００１３】
本発明の請求項４に記載の発明は、前記第１のまたは第２の差動電圧－電流変換回路は、
差動増幅回路を有するRF動作部と、カレントミラー回路を利用した直流バイアス回路とか
ら構成され、前記RF動作部と直流バイアス回路間を直列抵抗を介さず直結したことを特徴
とする請求項1または請求項２記載の増幅器であり、周波数が高く損失が大きい周波数f1
側結線を寄生容量の低い上層で行い、f2を下層で行うことで、f1側の損失を最小に抑える
ことができるという作用を有する。
【００１４】
本発明の請求項５に記載の発明は、前記差動電圧－電流変換回路は差動増幅回路を有する
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RF動作部と、カレントミラー回路を利用した直流バイアス回路から構成され、前記RF動作
部と直流バイアス回路間を直列抵抗を使用せず、直結したことを特徴とする請求項1記載
のデュアルバンド増幅器であり、各トランジスタのｈｆｅ相対バラツキが大きいときに直
列抵抗による電流バラツキを防止し、差動間バランス劣化を防ぐことができるという作用
を有する。
【００１５】
本発明の請求項６に記載の発明は、３つ以上の差動電圧－電流変換回路を有することを特
徴とした増幅器であり、３つ以上の近接周波数帯の回路共有化が図れるという作用を有す
る。
【００１６】
本発明の請求項７に記載の発明は、請求項１乃至請求項６のいずれかに記載の増幅器を用
いた無線機器であり、小型で安価な無線機器を実現できるという作用を有する。
【００１７】
以下、本発明の実施の形態について、図１から図４を用いて説明する。
【００１８】
（実施の形態１）
図１はデュアルバンド増幅器のブロック結線図を示す。図１において１１０はRF電圧差動
入力端子１１１、RF電流差動出力端子１１２とを備え、周波数f1の高周波電圧を高周波電
流に変換する差動電圧－電流変換回路、１２０はRF電圧差動入力端子１２１、RF電流差動
出力端子１２２を備え、周波数f2の高周波電圧を高周波電流に変換する差動電圧－電流変
換回路、１４０はRF電流差動入力端子１４１とRF電圧差動出力端子１４２、ベース接地ト
ランジスタ１５０，１６０、ベース接地容量１５１、１６１、ベースバイアス電源１４４
、バイアス抵抗１４５、負荷抵抗１５２，１５３を備え、高周波電流を電圧に変換するベ
ース接地増幅回路、１４１は、RF電流差動出力端子１１２，１２２を同相で並列に接続す
るとともに、RF電流差動入力端子１４１と同相で直列に接続するRF電流交差部、１００は
差動電圧－電流変換回路１１０，１２０、RF電流交差部１３０、ベース接地回路１４０、
ＲＦ電圧差動入力端子１１１，１２１、ＲＦ電圧差動出力端子１４２からなるデュアルバ
ンド増幅器である。
【００１９】
以上のように構成されたデュアルバンド増幅器について、以下その動作について説明する
。
【００２０】
例えば周波数ｆ１が選択された場合、差動電圧－電流変換回路１１０がＯＮとなり、差動
電圧－電流変換回路１２０はＯＦＦとなる。ＲＦ電圧差動入力端子１１１から入力された
高周波信号ｆ１は、差動電圧－電流変換回路１１０により高周波電流に変換され、ＲＦ電
流差動出力端子１１２に出力される。ＲＦ電流差動出力端子１１２は、ＲＦ電流交差部を
介してＲＦ電流差動出力端子１２２と並列かつ同相で接続されているため、ＲＦ電流差動
入力端子１４１には周波数帯によらず同相で高周波電流を入力できる。ベースバイアス電
源１４４、バイアス抵抗１４５で共通ベースを適切にバイアスされ、ベース接地容量１５
１，１６１でベースを高周波接地されたベース接地トランジスタ１５０，１６０、負荷抵
抗１５２，１５３から構成されるベース接地増幅回路１４０は、ＲＦ電流差動入力端子１
４１に入力された高周波電流をＲＦ電圧差動出力端子に電圧変換して出力する。このとき
ベース接地容量１５１、１６１の働きにより、ＲＦ電流差動出力端子１１２、１２２、Ｒ
Ｆ電流交差部１３０、ＲＦ電流差動入力端子１４１は、全て高周波仮想接地点とみなすこ
とができる。このため、Ｈｉｇｈインピーダンスで出力を引き回す従来回路と比較して、
伝送線路の影響、ＯＦＦ側回路の影響を最小に抑えることが可能となる。
【００２１】
以上のように本実施例によれば、RF電流交差部をカスコード増幅器の仮想接地点に設定す
ることで、第１及び第２の差動電圧－電流変換回路の接続損失を最小に抑えたデュアルバ
ンド増幅器を構成することができる。
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【００２２】
（実施の形態２）
図２は差動電圧－電流変換回路の回路図を示す。図２において２５０は電源２５１、トラ
ンジスタ２５２、２５３、抵抗２５４，２５５、基準電流源２５６、電流基準トランジス
タ２５７、ベース電流補償トランジスタ２５８、バイアス抵抗２６１から構成される直流
バイアス回路、２４０はＲＦ差動電圧差動入力端子２０１、ＲＦ電流差動出力端子２０２
、電圧電流変換を行うトランジスタ２１０、２２０、雑音指数を劣化させずに線形性を改
善する帰還インダクタ２１１、２２１、同相雑音除去比向上に効果のある帰還インダクタ
２４１から構成されるＲＦ動作部、２００は直流バイアス回路２５０、ＲＦ動作部２４０
及び両者を接続するＲＦ阻止抵抗２６２，２６３、ＲＦ電圧差動入力端子２０１、ＲＦ電
流差動出力端子から構成される差動電圧－電流変換回路である。図１において差動電圧－
電流変換回路１１０、１２０を差動電圧－電流変換回路２５０でそれぞれ置き換えたもの
が本実施の形態で使用されるデュアルバンド増幅器となる。
【００２３】
以上のように構成されたデュアルバンド増幅器について、以下その動作について説明する
。
【００２４】
当該差動電圧－電流変換回路が選択された場合、基準電流源２５６に基準電流が流れる。
基準電流はトランジスタ２５２、２５３、抵抗２５４、２５５からなるカレントミラー回
路により、電流基準トランジスタ２５７に流れる電流を決定する。ＲＦ動作部２４０のト
ランジスタ２１０、２２０は電流基準トランジスタ２５７とカレントミラー回路を構成し
ており、ベース電流補償トランジスタ２５８がベース電流補償を行うとともに、基準電流
トランジスタ２５７とトランジスタ２１０、２２０の電流比の逆数となるようにバイアス
抵抗２６１とＲＦ阻止抵抗２６２，２６３の抵抗比が決定される。このような比を選択す
ることでベース電流による電圧降下が等しくなり、トランジスタのｈｆｅ絶対バラツキ補
正に効果がある。また、ＲＦ阻止抵抗２６２，２６３は直流バイアス回路２５０からの雑
音源のＲＦ動作部２４０への漏洩を阻止するため、雑音指数を劣化させることなく、ＲＦ
動作部の直流バイアスを設定することができる。
【００２５】
その他の部分の動作は実施の形態１と同一であるため説明は省略する。
【００２６】
以上のように本実施例によれば、RF阻止抵抗により、RF動作部の雑音指数劣化を抑えたデ
ュアルバンド増幅器を構成することができる。
【００２７】
（実施の形態３）
図３はＲＦ電流交差部の結線図を示す。図３において１１２、１２２、１３０の番号を付
した構成要素は図１で説明したものと同一であるため説明は省略する。３４０は、例えば
集積回路における３層配線の２層目を用いた下層信号線３００，３０１、３層目を用いた
上層信号線３０２、３０３、３０４、３０５からなるＲＦ電流交差部である。図１におい
てＲＦ電流交差部１３０をＲＦ電流交差部３４０で置き換えたものが本実施の形態で使用
されるデュアルバンド増幅器となる。以上のように構成されたデュアルバンド増幅器につ
いて、以下その動作について説明する。まず、周波数ｆ１がｆ２より高い場合、周波数ｆ
１が通過するＲＦ電流差動出力端子１１２からＲＦ電流差動入力端子１４１までの配線を
優先して寄生容量の少ない上層で配線し、周波数ｆ２が通過するＲＦ電流差動出力端子１
２２からＲＦ電流差動入力端子１４１までの配線は交差部分で下層信号線３００を使用す
ることで、周波数ｆ１側の損失を最小に抑える。更に下層信号線３００と同一距離となる
ように下層信号線３０１を設けることで周波数ｆ２側もバランスを崩すことなく接続でき
る。
その他の部分の動作は実施の形態２と同一であるため説明は省略する。
【００２８】
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以上のように本実施例によれば、周波数が高く損失が大きい周波数f1側結線を寄生容量の
低い上層で行い、f2を下層で行うことで、f1側の損失を最小に抑えたデュアルバンド増幅
器を構成することができるという作用を有する。
【００２９】
（実施の形態４）
図４は差動電圧－電流変換回路の回路図を示す。図４において２０１、２０２、２１０、
２１１、２２０，２２１，２４０、２４１，２５１、２５４、２５２、２５６の番号を付
した構成要素は図２で説明したものと同一であるため説明は省略する。４１０は電源２５
１、トランジスタ２５２，４１２、４２２、抵抗２５４，４１１、４２１、ベース電流補
償トランジスタ４１３、４２３、電流基準トランジスタ４１５，４２５、ＲＦ阻止抵抗４
１４，４２４、帰還抵抗４１６，４２６からなる直流バイアス回路、４００は直流バイア
ス回路４１０、ＲＦ動作部２４０、ＲＦ電圧差動入力端子２０１、ＲＦ電流差動出力端子
２０２から構成される差動電圧－電流変換回路である。図１において差動電圧－電流変換
回路１１０、１２０を差動電圧－電流変換回路４００でそれぞれ置き換えたものが本実施
の形態で使用されるデュアルバンド増幅器となる。
【００３０】
以上のように構成されたデュアルバンド増幅器について、以下その動作について説明する
。当該差動電圧－電流変換回路が選択された場合、基準電流源２５６に基準電流が流れる
。基準電流はトランジスタ２５２、４１２、４２２、抵抗２５４、４１１、４２１からな
るカレントミラー回路により、電流基準トランジスタ４１５、４２５に流れる電流を決定
する。ＲＦ動作部２４０のトランジスタ２１０、２２０は電流基準トランジスタ４１５，
４２５とそれぞれカレントミラー回路を構成しており、ベース電流補償トランジスタ４１
３、４２３がベース電流補償を行うとともに、ＲＦ阻止抵抗４１４、４２４が高周波信号
のベース電流補償トランジスタ４１３，４２３への流入を阻止している。電流基準トラン
ジスタ４１６、４２６には高周波電流が流入するが、帰還抵抗４１６を十分大きくするこ
とで線形性を高めることができる。電流基準トランジスタ４１５、４２５とトランジスタ
２１０、２２０の間に直列抵抗が不要であるため、トランジスタのｈｆｅ相対バラツキが
大きい場合でも直列抵抗による電圧降下差を生じることなくトランジスタ２１０，２２０
の電流バランスを確保することができる。
【００３１】
その他の部分の動作は実施の形態１と同一であるため説明は省略する
以上のように本実施例によれば、各トランジスタのｈｆｅ相対バラツキが大きいときに直
列抵抗による電流バラツキを防止し、差動間バランス劣化を防ぐことができる。
【００３２】
なお、当該差動電圧－電流変換回路を３つ以上有することにより、マルチバンド増幅器と
して3つ以上の近接周波数帯の回路共有化を図ることもできる。
【００３３】
【発明の効果】
以上のように本発明によれば、カスコード増幅器の仮想接地点にて動作周波数帯の近い増
幅器を並列接続することで、相互接続による損失を最小に抑えた低損失な増幅器が実現で
きるという効果が得られる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施の形態１におけるデュアルバンド増幅器のブロック結線図
【図２】本発明の実施の形態２における差動電圧－電流変換回路の回路図
【図３】本発明の実施の形態３におけるＲＦ電流交差部の結線図
【図４】本発明の実施の形態４における差動電圧－電流変換回路の回路図
【図５】従来のデュアルバンド増幅器のブロック結線図
【符号の説明】
１００　　デュアルバンド増幅器
１１０，１２０　差動電圧－電流変換回路
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１１１、１２１　ＲＦ電圧差動入力端子
１１２，１２２　ＲＦ電流差動出力端子
１３０　　ＲＦ電流交差部
１４０　ベース接地増幅回路
１４１　ＲＦ電流差動入力端子
１４２　ＲＦ電圧差動出力端子
１４３　電源
１４４　ベースバイアス電源
１４５　バイアス抵抗
１５０，１６０　ベース接地トランジスタ
１５１、１６１　ベース接地容量
１５２，１５３　負荷抵抗
２００　差動電圧－電流変換回路
２０１　ＲＦ電圧差動入力端子
２０２　ＲＦ電圧差動出力端子
２１０，２２０　トランジスタ
２１１，２２１　帰還インダクタ
２４０　ＲＦ動作部
２４１　帰還インダクタ
２５０　直流バイアス回路
２５１　電源
２５２，２５３　トランジスタ
２５４，２５５　抵抗
２５６　基準電流源
２５７　電流基準トランジスタ
２５８　ベース電流補償トランジスタ
２６１　バイアス抵抗
２６２，２６３　ＲＦ阻止抵抗
３００，３０１　下層信号線
３０２～３０５　上層信号線
３４０　ＲＦ電流交差部
４００　差動電圧－電流変換回路
４１０　直流バイアス回路
４１１　抵抗
４１２　トランジスタ
４１３　ベース電流補償トランジスタ
４１４　ＲＦ阻止抵抗
４１５　電流基準トランジスタ
４１６　帰還抵抗
４２１　抵抗
４２２　トランジスタ
４２３　ベース電流補償トランジスタ
４２４　ＲＦ阻止抵抗
４２５　電流基準トランジスタ
４２６　帰還抵抗
１０００　DCS入力端子
１００１　PCS入力端子
１００２　DCS帯BPF
１００３　PCS帯BPF
１００４　DCS帯低雑音増幅器
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１００５　PCS帯低雑音増幅器
１００６　高周波切替スイッチ
１００７　直交復調部

【図１】 【図２】

【図３】
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